
2022（令和 4）年度 

特定非営利活動法人アートＮＰＯリンク 事業計画書 

 

特定非営利活動法人アートＮＰＯリンク 

 

１．事業活動方針 

 新型コロナウイルスの感染拡大も終息が近づいてきたものの、アートの現場への深刻な

影響は大きく、各地のアートＮＰＯの存続が危ぶまれている状況は続いている。 

 アートＮＰＯリンクは民間の中間支援組織として、大きな危機に直面している各地のア

ートＮＰＯをエンパワーメントするために再編した組織を基盤に、本質的な実働を積み重

ね、根本的な存在理由を再確認していく。 

 また前年度から引き続き、組織名称である「アートＮＰＯとは何か」「リンク（中間支援）

とは何か」を問い直し、再定義するために、地に足の着いた対話を丁寧に積み上げていく。 

 運動を牽引してきた指導者の経験や知見を次世代に残し、ネットワークの新陳代謝を図

ることに重点を置き、新たな役員を迎えることで、あらためて「アートＮＰＯの基盤整備、

社会的ポジションの確立、政策提言を行い、アートＮＰＯの活性化に寄与することを目的と

する」というミッションを確認し、アートと社会の関係の「草の根」を地道に広げていく。 

 

２．事業内容 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

ア．芸術・文化およびそれに関連するフォーラム事業 

昨年度に引き続き「毎月第 1 木曜日朝 7 時半のミーティング」として、理事及び会員を

対象に、任意参加でカジュアルな月 1 回の定例ミーティングを実施する（原則として、毎月

第 1 木曜日の朝 7 時半から 8 時半）。各自の活動に関する情報交換や、アート NPO リンク

の事業内容や進め方のブレインストーミング、各事業の進捗状況を共有する。 

日時：2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日まで／場所：オンライン／従事者人員：2

人／受益対象者：120 人／支出見込額：165,000 円 

 

イ．芸術・文化およびそれに関連する国際交流事業 

 今年度は、実施しない。 

 

ウ．芸術・文化およびそれに関連するワークショップ事業 

 「アンケート指南所」として、アートの現場の実態把握を行うため、各地のアートＮＰＯ

等が自主的にウェブアンケートフォームを活用したアンケート調査を行っている。こうし

たアンケート調査において、SNS を通じて調査設計や集計分析に関する指導や助言、地域

間の比較などを行い、各地のアート系の中間支援活動の支援や人材の育成、エンパワーメン



ト、政策提言などにつなげる。 

日時：2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日まで／場所：オンライン等／従事者人員：

1 人／受益対象者：120 人／支出見込額：15,000 円 

 

エ．芸術・文化およびそれに関連する情報収集・発信・調査研究事業 

 コロナ禍を経て、大きな影響を受けた芸術文化分野で活動する芸術家や文化団体の状況

把握と、それに基づいた地域文化政策の動向を指し示すことは、急務である。こうした状況

のもと、継続的に活動を行うアートＮＰＯのエンパワーメントのために必要な情報の収集、

発信、調査を行う。とくに芸術文化を創造してきた地域の創造拠点を対象に、アンケート、

関係者へのヒアリング、事業の結果・成果・波及効果などを明らかにしていく。 

日時：2022 年 5 月 16 日から 2023 年 2 月 28 日まで／場所：オンライン等／従事者人員：

1 人／受益対象者：120 人／支出見込額：870,000 円 

 

オ．芸術・文化およびそれに関連するコーディネート事業 

アートの力を広く社会にアピールしていく活動やアート NPO の基盤整備、社会的ポジシ

ョンの確立、政策提言などを念頭に、厚生労働省「障害者芸術文化活動普及支援事業」連携

事務局を前年度から引き続き担う。アート NPO リンクの人的ネットワークを活用し、アー

トマネジメントや文化政策に関する専門家との連携調整や各種事業の企画コーディネート

等を行う。 

日時：2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日まで／場所：オンライン、アートＮＰＯリ

ンク事務所等／従事者人員：2 人／受益対象者：150 人／支出見込額：14,529,000 円 

 

カ．労働保険の保険料の徴収等に関する法律第４章の規定による労働保険事業組合として

の業務 

 今年度は、実施しない。 

 

キ．その他、目的を達成するために必要な事業 

 今年度は、実施しない。 

 

(2)その他事業 

なし。 


